
国家戦略特区における保育士・保育所制度に関する提案に対する考え方 

○保育所の最低基準について 
   保育所の最低基準は条例で都道府県、指定都市、中核市が定める。国としては、子どもの健康や安全、発達に直接影響する
事項については、国が最低限の基準を定める必要があると考えており、保育所に配置する職員等の基準については「従うべき
基準」としている。 

 
○保育士以外の者の配置基準への算入について 
   保育士は、①子どもの発達を支援する、②健康や安全を確保する、③保護者への相談支援を行うなど、保育の専門職として
資格をとった者である。保育について専門的な知識や技術を有する資格でない者に配置基準を緩和することは、保育の質の確
保が行えなくなる。 

   なお、実務経験を有する幼稚園教諭の保育士資格取得について、履修科目や試験科目を軽減する特例を設けるとともに、受
講費支援等を行っている。 

 
○特区における保育士試験の年２回実施について 
   国家戦略特区に限定した、保育士試験の年２回実施については、６月２４日の『「日本再興戦略」改訂2014－未来への挑戦
－』において、国家戦略特区の区域を含む都府県において年２回行うことについて検討するよう、関係都府県に要請することとさ
れており、これを受け、国家戦略特区の区域を含む都府県に対し、検討要請を行ったところ。 

   厚生労働省としては、まずは、当該都府県の検討状況等について注視。 

○ 保育所に配置する職員の３割までは、保育士の代わりに、幼児教育の専門家（幼稚園教諭免許資格者、小学校教諭免許資格

者、体操、音楽、美術、英語、幼児教育、発達心理学、児童心理学などの修士、外国での幼児教育免許資格者）および看護師な

どの専門職で置き換えることが出来るようにする。 

○ 国家戦略特区を含む都府県に限定し、当該都府県において独自に実施する試験を合格した者に対し、保育士に代わる資格を

付与する制度を創設する。なお、当該資格の効力は、試験を実施した都府県管内のみに限定する。（ただし、特区を含む都府県

間の相互認証等を妨げない。） 

考え方 

提案概要 



保育士資格取得方法

保 育 士 ＊児童福祉法 第１８条の４

登 録 （各都道府県単位）＊児童福祉法 第18条の18第1項
（登録者数 1,246,352人：H26.4.1現在）

指定保育士養成施設 保育士試験＊児童福祉法 第18条の6第2号

＊児童福祉法第18条の6第1号 各都道府県,指定試験機関委託（＊児童福祉法 第18条の9））

(1,567,265人 (378,693人：25年度末累計)
：24年度末累計)

受験者数 51,055人
平成24年度資格取得者 全科目合格者数 8,905人(25年度実績)

38,592人

・大学
２５０か所

(２４０か所)

・短期大学
２４１か所 大学(短大含) 児童福祉施設 幼稚園教諭 知事による

(２４２か所) 免許状有 受験資格認定

２年以上在学 実務経験 (試験一部免除)

・専修学校 (62 単位以上 ５年以上 実務経験※

１２７か所 取得者等) (高校卒業者 ５年以上

(１１５か所) は実務経験 (高校卒業者

２年以上) は実務経験

・その他の施設 ２年以上)

４か所
( ４か所) ※対象施設

・へき地

計６２２か所 保育所

(６０１か所) ・家庭的保育

・認可外

【26.4.1現在 保育施設

( )内は前年】 等

・平成１６年度…幼稚園教員免許所有者の試験科目免除（３科目）実施

・平成２２年度…幼稚園教員免許所有者の科目履修による試験科目免除実施（３２単位の履修が必要）

知事による受験資格認定の対象に放課後児童クラブを追加

・平成２４年度…知事による受験資格認定の対象に認可外保育施設を追加

・平成２５年度…幼稚園等において「３年かつ４,３２０時間」の実務経験がある幼稚園教諭免許所有者について、

従来の３科目の試験免除科目に１科目加えるとともに、指定保育士養成施設における科目履修

による試験科目免除の特例を創設（８単位の履修が必要。）

保 育 士 試 験 受 験 資 格



第２回経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 議事要旨

平成26年4月4日（金）開催 官邸４階大会議室

（田村厚生労働大臣の准保育士資格に関する発言 抜粋）

（田村大臣） ～略～ ここで一点、前回会議のことで少しコメントをしたい

のだがよろしいか。

（甘利議員） どうぞ。

（田村大臣） ～略～ ２点目で、准保育士資格等に関して、前回の長谷川主

査提出資料の御提案は、主婦などの子育ての経験のある方の能力を是非

とも広く子育てに発揮していただきたいという趣旨であったと思うが、

この点は賛成である。

積極的にいろいろな活用をしていきたいと思っているが、准保育士等

の資格を創設して、仮に認可保育所の配置基準に算入するという場合は、

保育の量の確保のために質を犠牲にしたという議論があるので、是非そこ

は切り分けていただきたい。新制度の中でいろいろな新しいサービスにつ

いて公定価格を入れて考えている中において、研修を受けていただきなが

ら力を発揮していただくことはあっていいのだろうと思うので、その点は

検討させていただきたい。

保育の質を保ちつつ、量を確保するため、給与の改善や、復職前の実

技研修等に取り組む必要がある。資格は60万人が持っているが、現場に

復帰する際の一番の問題は、やはり待遇の悪さであり、これを改善する

ことが大事である。准保育士は更にそれよりも待遇が悪くなるので、ワ

ーキングプアを作るということにも繋がりかねないため、保育士の方々

の非常に低い待遇を上げて、実際に働いている以上に多くいる有資格者

の掘り起こしをしていかなければならない。

（長谷川議員） ～略～ 最後に一つだけ、准保育士については、保育士の仕

事を邪魔するものではなく、子育て等の経験を持つ人が、保育士をサポー

トするという概念で申し上げた。

（安倍議長） 留学生に関するご提案は良い提案だと思う。

（田村大臣） 配置基準の中にカウントされてしまうと困る。

（長谷川議員） それは最終的には、決めていただくことである。













『「日本再興戦略」改訂 2014－未来への挑戦－』抜粋 

 
 
５．立地競争力の更なる強化 

５－１．「国家戦略特区」の実現/公共施設等運営権等の民間開放

（PPP/PFIの活用拡大）、空港・港湾など産業インフラの整備/都市

の競争力の向上 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ii）国家戦略特区の加速的推進 

b)更なる規制改革事項等の実現 

⑩保育士不足解消等に向けての対応強化 
・国家戦略特区の区域における保育士の需給状況を踏まえ、

現在年１回行われている 保育士試験を、国家戦略特区の区

域を含む都府県において年２回行うことについて検討す

るよう、関係都府県に要請する。 
 






